
美しい水と緑を守り、暮らしの基盤が整う共生のまち

■関連指標の動向

（R1) R3 R4 R5 R6 R7

190 200 210 215 220

191 217 233

85.0 90.0 95.0 100.0 100.0

77.2 82.3 96.0

5 7 17 20 26

9 9 14

- - - - 95.0

91.2 93.9 98.2

a b c d -

3 4 0 0 5

1 4 1 0 0

7 5 0 0 0

0 0 2 0 0

11 13 3 0 5小計

2 市民の安全対策の推進 20,656 20,850 6

426 2,058 2

小計

1 防災体制の整備 456,448 271,246 12

施策名 R4決算額（千円） R5決算額（千円）
構成事務事業の実施状況（R5）

3 災害危険箇所の解消

 b：概ね順調に実施されており、一定の成果が表れている事務事業

293,189

592,669 32770,719

12

4 建築物耐震化の推進

 c：概ね順調に実施されているものの、目指す成果が表れていない事務事業

 d：実施状況及び目指す成果ともに停滞している事務事業

 a：順調に実施されており、成果が表れている事務事業

■決算データ及び構成事務事業の実施状況

298,515

- 82.4%

▶

▶ 氾濫が想定される河川の改修箇所数 箇所 ストック ↗ 施策3

186 111.0%

▶ 住宅用火災警報器の普及率 ％ ストック ↗ 施策2 82.0 101.1%

▶ 防災士資格取得者数 人 ストック ↗ 施策1

現状値
各年度の目標値（上段）

評価年度
の達成率指標名 単位

管理
種別

望ましい
方向

関連
施策

各年度の実績値（下段）

施策３：災害危険箇所の解消 【主管課：建設部　建設工務課】

災害から住民の生命財産を保護し、生活基盤の安定を図るためには、災害の発生を防いでいく必要があります。このため、集中豪雨や台風
の影響による土砂災害、倒木等による自然災害の発生しやすい河川の改修や集落の土砂災害防止対策、沿道の樹木伐採などを実施するこ
とにより、災害危険箇所の解消を図ります。

施策４：建築物耐震化の推進 【主管課：建設部　都市住宅課】

地震発生時に市民等の安全を確保するためには、家屋等の倒壊や火災延焼を防ぐ必要があります。そのため、耐震化の必要性と重要性を
周知しながら、避難所として利用される集会所の耐震補強に対する補助や、民間住宅及び大規模な建築物の耐震診断や耐震改修の補助を
行い、建築物の耐震化を推進します。

施策１：防災体制の整備 【主管課：総務部　総務課】

近年、全国各地で地震や豪雨による災害が多発し、大きな被害をもたらしています。そのような災害時に対応できるよう、市民一人ひとりの備
えや自主防災組織を中心とした地域単位での防災意識の向上と体制の強化、消防車両などの適正な更新や防火水槽の整備などにより、自
助・共助・公助による対応力強化を図ります。

施策２：市民の安全対策の推進 【主管課：総務部　総務課】

日常生活において、市民が安心して暮らすため、地域における市民の連携意識を高めるとともに、生活環境等の整備を行い、犯罪、事故、火
災等の発生件数の割合を低くします。併せて、高齢者を対象とした交通安全対策や、特定空家等の解消を図ります。

総務課長

責 任 課 総務課

主管課・関係課
総務課、建設工務課、都市住宅課、観光課、消防総務
課、商工課、建設総務課

■施策の概要

↗ 施策4 61.0

後期基本計画　基本方針評価調書（施策点検シート）まちづくりの基本目標

第２分野

基本方針３ 事業年度 令和５年度

責任課長

103.4%

暮らしの中の安全・安心を
守ります

責任部長 総務部長

▶
多数の者が利用する建築物の耐震化
率

％ ストック

1



B
◎後期基本計画策定時の「目指す姿」

施策１：防災体制の整備

【責任部長：総務部長】

■施策ごとの評価

■基本方針に係る総括評価（所見）

【成果】
・自主防災活動支援事業補助金により、自主防災組織運営に必要な資機材の整備や防災士資格取得に対して助成した。
・消防団組織について、人口減少に対応できる効率的な運用を目指すため、組織再編に係る計画を策定した。
・消防団員安全管理対策として、安全性の高い防火服への更新を開始した。
・ドローンを整備したことにより、消防職員による現場活動の迅速化、安全性の向上を図ることができた。
・市民の応急処置技能向上を目的として、評価機能付心肺蘇生訓練人形を配備し、より一層充実した救命講習が行える環境を構築できた。

【課題】
・引き続き、消防団の組織再編、資器材の更新を計画的に行う必要がある。
・地域の防災リーダー（防災士）の育成や自主防災活動マニュアルの策定や見直しが必要である。
・消防団員の減少、複雑多様化する災害に対応するために常備消防の強化が必要である。

【主管課：総務部　総務課】

Ⅱ.今後の方向性と具体的な展開

▶後期基本計画策定時の「現状と課題」

評価 目指す姿に向けて概ね順調であるが、一部努力を要する。

Ⅰ.施策の取組効果や達成状況に関する分析（関連する事務事業の成果や積み残されている課題など）

・自主防災組織の強化のため、引き続き、自主防災活動支援事業補助金の活用やマニュアル策定等について推進していく。
・少子高齢化の中で効率的な活動を図るため、分団、部の統合等の組織再編と同時に、若い世代に対して消防団への入団促進を行う。
・消防団の資機材について、研究、精査し、現代に合った資器材や安全装備品の整備を行う。
・ドローン操縦者の育成と消防防災分野における活用を推進する。
・市民への普通救命講習を年2回、上級救命講習を年1回、救急講習を随時開催することで、応急処置技能が向上し、救命率も向上する。
・常備消防の強化のため、人員増、資器材等の充実を図る。

　市民の暮らしの安全・安心を守るには、災害が起こりうる危険個所を未然に整備・解消するハード面の整備とともに、市民一人ひとりの「自ら
の命は自ら守る」という「自助意識」、及び「地域で災害に対応する」という「共助意識」の醸成、防災訓練や家庭での備蓄・非常持出品の準備
等の有事への備え等、ソフト面での対策が重要である。また、それらに加えて、常備消防及び消防団を中心とした消防力の維持・強化、特殊
詐欺による被害等の犯罪の防止・啓発、交通安全の確保等、必要な対策は多岐に渡る。
　各施策の指標の達成状況から見る進捗では、防災体制の整備については、地域における共助の中心的な役割が期待される防災士資格取
得者が最終年度の目標数を達成し、数値の上では着実に推進されている。今後も「一組織一防災士」を目指して、助成事業による組織支援を
行うとともに、防災士会への支援を通じ自主防災組織の中で着実にその役割を果たせる環境整備を図る。
　市民の安全対策の推進については、指標とする住宅用火災警報器の普及率は上昇しており、一定の啓発効果が見られる。初期消火や早
期避難に資する機器であり、大切な人命を守るためにも、更なる普及の促進に向け、関係機関と連携し、市民、事業者等へ啓発等の強化を図
る。空家については、所有者への啓発等による特定空家化の未然防止、管理不全空家の現地調査、特定空家への認定、所有者調査等の実
施による空家の適正管理、特定空家除却に対する助成による危険空家の削減という、防止・管理・削減の３つの側面での取組を引き続き推進
する。その他、消費生活相談においては、61件の相談に対応しており、引き続き警察署と連携した随時の啓発や広報誌による情報提供を通
じ、不当・不審な請求等による被害防止に努める。
　災害危険箇所の解消については、令和4年度からの繰越工事により、5河川の改修工事を完了し計14箇所となったが、令和5年度の目標値
は下回ることとなった。引き続き危険箇所の解消に向け、必要な予算・人員等の確保を行うとともに、岐阜県事業としての採択要望を行うなど、
危険箇所の早期解消を図る。
　建築物耐震化の推進については、指標とする多数の者が利用する建築物の耐震化率において、公共施設及び公営住宅の計画的な耐震
化等により、最終年度の目標値を達成するに至った。一方で、民間の住宅や大規模建築物においては、耐震診断、耐震改修への助成事業
の周知等により、更なる耐震化の促進を要する。
　全体を通じて、概ね指標の達成状況も良好であり、安全・安心なまちづくりが進められている。

大規模自然災害が増加する中、消防力の基準に対する人
員、資器材などが不足しています。また、人口減少に伴う地域
防災の担い手が減少傾向にあります。

地域防災のリーダーが養成されるとともに、消防職員、消防団員及び資
器材の充実が図られ、自主防災組織力や消防の機動力が高まっていま
す。
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B
◎後期基本計画策定時の「目指す姿」

B
◎後期基本計画策定時の「目指す姿」

Ⅰ.施策の取組効果や達成状況に関する分析（関連する事務事業の成果や積み残されている課題など）

【成果】
・管理不全空家について現地調査等を行い危険度が高いものについては、その結果を空家等対策協議会にて意見を聴取した後、空家等対
策庁内検討会議にて特定空家の認定を４件行った。また、管理不全空家について所有者調査等を実施し、通知文書を発出することにより適
正管理を促した。また、特定空家について3件の除却助成を行い、危険空家の減少に資することができた。
・春、夏、秋、冬（年末）の交通安全運動期間中の街頭啓発活動、郡上地区交通安全協会による法令講習会、啓発活動、道路パトロール等の
活動支援、保育園、幼稚園、小学校等で計68回の交通指導員による交通安全教室の実施等、交通事故の予防に向けた啓発及び支援を
行った。
・地域の安全、安心のために自治会等が独自に設置する防犯カメラに対する設置補助事業について周知を行い、2件の申請に対し補助を実
施した。
・住宅用火災警報器の新規取付け及び既存機器の適切な維持管理等についてホームペ－ジで事業を紹介する等の広報を行い、電器商業
組合郡上支部の協力もあって維持管理業務が適切に行われた。
・市消費者相談窓口にて、61件の消費者トラブル等の相談に対応した。広報郡上や防災行政無線等において消費者トラブルや特殊詐欺防
止の啓発を行った。また、二十歳を祝う会で新成人向けパンフレットを配布し、啓発を行った。

【課題】
・市の人口減少、少子高齢化が進む現状において、管理不全空家数は今後一層増加することが懸念される。これに対応するため、各施策の
推進を図る必要がある。
・火災予防条例に則った設置率の向上と設置から１０年を超える住宅用火災警報器の維持管理。
・増加傾向にある高齢者の消費者トラブル防止のため、ケアマネジャーや民生委員児童委員等の地域の関係者と連携する必要がある。

Ⅱ.今後の方向性と具体的な展開

【主管課：建設部　建設工務課】

目指す姿に向けて概ね順調であるが、一部努力を要する。
▶後期基本計画策定時の「現状と課題」

・空き家等については原則として所有者に管理義務があるため、市としては啓発や助言・指導等を通じて、利用可能な物件については利活用
を促し、管理不全空家の増加抑制を図る。また、管理不足や老朽化等により、倒壊等危険、公衆衛生の悪化、景観の阻害、悪質利用等の可
能性がある空き家については、空家特措法に基づき措置を講ずる。
・広報郡上、市ホームページ、ケーブルテレビ、防災行政無線等の広報媒体を積極的に活用して交通事故防止、消費者トラブル防止、火災
予防等について啓発を実施する。
・電池や本体の交換時期を迎えた住宅用火災警報器の保守点検業務の増加が予想されるため、電器商業組合郡上支部の協力のもと、機器
の設置推進と合わせて、維持管理の強化を図っていく。
・高齢化が進む現状において、高齢者の消費者トラブルが今後増加することが懸念される。ケアマネジャーや民生委員児童委員等の地域の
関係者へ事例共有や啓発等を実施し、消費者トラブルの未然防止と早期発見によるトラブルの拡大防止を図る。

施策３：災害危険箇所の解消

施策２：市民の安全対策の推進 【主管課：総務部　総務課】

▶後期基本計画策定時の「現状と課題」

急峻な山々に囲まれた地形が多く、近年の異常気象により集
中豪雨などによる土砂災害等が発生しやすい状況となってい
ます。

河川の氾濫や急傾斜地の崩壊箇所を改修することにより、災害危険箇
所が解消され、災害に強い社会基盤が整っています。

Ⅰ.施策の取組効果や達成状況に関する分析（関連する事務事業の成果や積み残されている課題など）

目指す姿に向けて概ね順調であるが、一部努力を要する。

自然災害によって倒壊のおそれのある、特定空家等となり得
る空き家が増えています。一方で、交通事故、火災、消費者ト
ラブルの発生件数の割合が増加しています。

特定空家等の対策や消費生活相談、住宅用火災警報器の設置に関す
る啓発活動により、安全・安心な生活環境が整っています。

評価

Ⅱ.今後の方向性と具体的な展開

・河川の氾濫、護岸の決壊等の恐れがある未整備箇所について、地元住民の意見を聴き、過去の被災原因や対策を必要とする範囲等を把
握して危険箇所解消を進める。また、急傾斜地の崩壊等危険解消に向けて、市事業として実施するとともに岐阜県事業として実施されるよう事
業採択要望を引き続き行う。

【成果】
・（河川自然災害防止事業） R5年度及びR4年度繰越工事により、5河川の改修工事を実施した。
・（急傾斜地崩壊対策事業） 市事業として1箇所の支障移転、整備を実施するとともに、岐阜県事業として6箇所の整備が実施された。
・（沿道林修景整備事業）暴風雨、大雪等を起因とした倒木による災害の未然防止のため、沿道の立木伐採を15箇所実施した。
【課題】
・市内には、多くの河川、急傾斜地が存在するため、順次改修を進めなければならないが、限られた予算の中で計画的に実施していく必要が
ある。

評価
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B
◎後期基本計画策定時の「目指す姿」

■後期基本計画策定後新たに生じた課題等

■関連する個別計画の有無

有
　郡上市耐震改修促進計画、郡上市地域防災計画、郡上市国土強靭化地域計画、郡上市業務継続計画、
　郡上市空家等対策計画

・
・

目指す姿に向けて概ね順調であるが、一部努力を要する。
▶後期基本計画策定時の「現状と課題」

公共施設及び公営住宅等については、概ね耐震化が終わっ
ていますが、民間施設等にあっては、建築物の耐震診断と耐
震改修が進んでいない状況です。

災害時に避難所となる公民館や民間施設等の耐震診断や耐震改修が
進み、地震発生時の安全が確保されています。

評価

【成果】
・公共施設については、計画的に耐震化事業等を進めており、未耐震施設であった美並振興事務所については令和6年2月にさつき苑へ機
能移転をおこない、災害対策に備えた。
・民間の住宅については、木造住宅耐震診断８件行い、当該建築物の耐震力について報告を行った。併せて、耐震工事助成制度の紹介を
行い２件の補強事業を実施した。また、土砂災害特別警戒区域内住宅建替等の事業を１件実施し防災対策の推進を図った。

【課題】
・民間の住宅や大規模建築物については、補助制度を利用した耐震化工事の普及を目指しているが、費用面の問題や後継者不在等の問題
もあり早期の対応が困難な場合がある。しかし、大規模地震等による被災を少なくするためにも、引き続き所有者に対して啓発を進め耐震化を
促進する必要がある。

Ⅱ.今後の方向性と具体的な展開

・耐震化の必要性と重要性を周知し、民間住宅及び大規模な建築物の耐震診断や耐震改修事業の助成事業の周知を行いながら、建築物の
耐震化を推進する。

Ⅰ.施策の取組効果や達成状況に関する分析（関連する事務事業の成果や積み残されている課題など）

施策４：建築物耐震化の推進 【主管課：建設部　都市住宅課】
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